
令和年月日 金曜日 (号外特第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
令
和
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
条
の
二
の
二
の
改
正
規
定
及
び
次
項
の
規
定
は
、
令
和
九
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
道
府
県
民
税
及
び
市
町
村
民
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

２

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
地
方
税
法
施
行
規
則
第
十
条
の
二
の
二
の
規
定
は
、
令
和
九
年
一
月
一
日
以
後
に
支
払
う
べ
き
地
方
税
法
第
三
百
十
七
条
の
二
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
給
与
及
び
同
法
第
三
百
二
十
八
条
に
規
定
す
る

退
職
手
当
等
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
支
払
う
べ
き
同
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
給
与
及
び
同
条
に
規
定
す
る
退
職
手
当
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
財
務
省
令
第
十
二
号

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
三
号
）
及
び
所
得
税
法
施
行
令
及
び
災
害
被
害
者
に
対
す
る
租
税
の
減
免
、
徴
収
猶
予
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
令
和
五
年
政
令
第

百
三
十
四
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
十
条
第
二
項
、
第
五
十
七
条
第
二
項
、
第
五
十
七
条
の
二
第
二
項
各
号
、
第
百
三
十
七
条
の
二
第
十
一
項
第
二
号
、
第
百
三
十
七
条
の
三
第
十
三
項

第
二
号
、
第
百
四
十
四
条
、
第
百
五
十
一
条
第
一
項
、
第
百
九
十
六
条
第
一
項
第
四
号
、
第
二
百
十
七
条
第
一
項
、
第
二
百
二
十
五
条
第
一
項
、
第
二
百
二
十
六
条
第
一
項
、
第
三
項
及
び
第
六
項
、
第
二
百
二
十
九
条
並
び
に
第
二
百
三
十
条

並
び
に
所
得
税
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
九
十
六
号
）
第
四
十
一
条
の
二
第
五
項
、
第
百
四
十
四
条
第
一
項
第
一
号
ホ
、
第
二
百
六
十
二
条
第
三
項
第
二
号
、
第
四
項
第
一
号
ロ
及
び
第
三
号
ロ
並
び
に
第
五
項
、
第
二
百
六
十
六
条
の

二
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
二
百
六
十
六
条
の
三
第
一
項
及
び
第
二
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）、
第
三
百
十
六
条
の
二
第
三
項
、
第
三
百
四
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
百
三
十
七

条
第
二
項
、
第
三
百
四
十
九
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
三
百
三
十
七
条
第
二
項
並
び
に
第
三
百
五
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
所
得
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

財
務
大
臣

鈴
木

俊
一

所
得
税
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

所
得
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
年
大
蔵
省
令
第
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
条
第
三
項
第
一
号
中「（
署
名
用
電
子
証
明
書
」
を「（
個
人
番
号
カ
ー
ド
用
署
名
用
電
子
証
明
書
」
に
改
め
、
同
条
第
八
項
中
「
に
あ
つ
て
は
」
を
「
に
は
」
に
改
め
る
。

第
三
十
五
条
中
「
第
百
四
十
四
条
第
一
項
第
一
号
ニ
」
を
「
第
百
四
十
四
条
第
一
項
第
一
号
ホ
」
に
、「
と
す
る
」
を「（
同
号
ニ
に
掲
げ
る
事
由
を
除
く
。）と
す
る
」
に
改
め
る
。

第
三
十
六
条
の
四
第
一
項
第
四
号
中
「
並
び
に
そ
の
支
給
の
方
法
及
び
形
態
」
を
削
り
、
同
項
第
五
号
中
「
昇
給
の
基
準
」
を
削
る
。

第
三
十
六
条
の
五
の
見
出
し
を「（
給
与
等
の
支
払
者
等
に
よ
る
証
明
等
）」に
改
め
、
同
条
第
一
項
中
「
証
明
」
の
下
に「（
同
項
第
四
号
及
び
第
五
号
に
規
定
す
る
証
明
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
給
与
等
の
支
払
者
に
よ
る

証
明
に
限
る
。）」
を
加
え
、「
書
面
に
よ
る
」、「（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
給
与
等
の
支
払
者
」
と
い
う
。）」
及
び
「
書
面
に
よ
り
」
を
削
り
、
同
条
第
五
項
を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
を
一
項
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同

条
第
一
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

２

前
項
（
第
四
号
及
び
第
五
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規
定
は
、
法
第
五
十
七
条
の
二
第
二
項
第
四
号
及
び
第
五
号
に
規
定
す
る
キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
よ
る
証
明
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
項
中
「
事
項

（
当
該
支
出
に
つ
き
同
項
に
規
定
す
る
給
与
等
の
支
払
者
に
よ
り
補
塡
さ
れ
る
部
分
が
あ
り
、
か
つ
、
そ
の
補
塡
さ
れ
る
部
分
に
つ
き
所
得
税
が
課
さ
れ
な
い
場
合
に
は
、
当
該
補
塡
さ
れ
る
部
分
の
金
額
を
含
む
。）」と
あ
る
の
は
、「
事
項
」

と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

〇
総
務
省

財
務
省
令
第
二
号

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
四
十
六
号
）
第
十
二
条

の
規
定
に
基
づ
き
、
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
五
年
三
月
三
十
一
日

総
務
大
臣

松
本

剛
明

財
務
大
臣

鈴
木

俊
一

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
四
十
四
年
大
蔵
省

自
治
省
令
第
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
十
七
項
中
「
ま
で
に
、」の
下
に
「
特
定
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
等
（
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
五
年
財
務
省
令
第
七
十
一
号
）
第
四
条
第
一
項

か
ら
第
三
項
ま
で
、
第
六
項
及
び
第
七
項
の
規
定
の
例
に
よ
り
あ
ら
か
じ
め
税
務
署
長
に
届
け
出
て
行
う
同
令
第
五
条
第
一
項
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
当
該
事
項
を
送
信
す
る
方
法
又
は
」
を
加
え
、「
光
デ
ィ
ス
ク
又
は
」
を
「
光
デ
ィ
ス
ク

若
し
く
は
」
に
改
め
、「
方
法
」
の
下
に
「
を
い
う
。
以
下
第
二
条
の
五
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
加
え
る
。

第
二
条
の
二
第
十
六
項
、
第
二
条
の
三
第
十
六
項
、
第
二
条
の
四
第
十
六
項
及
び
第
二
条
の
五
第
十
七
項
中
「
当
該
事
項
を
記
録
し
た
光
デ
ィ
ス
ク
又
は
磁
気
デ
ィ
ス
ク
を
提
出
す
る
方
法
」
を
「
特
定
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方

法
等
」
に
改
め
る
。

第
九
条
の
二
第
一
項
中
「
第
三
十
七
条
の
十
三
の
二
第
十
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
三
の
三
第
十
項
」
に
改
め
る
。

第
十
四
条
の
二
第
六
項
中「（
平
成
十
五
年
財
務
省
令
第
七
十
一
号
）」を
削
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
令
和
六
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
九
条
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
は
、
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
相
手
国
居
住
者
等
配
当
等
そ
の
他
の
配
当
等
に
係
る
所
得
税
の
軽
減
又
は
免
除
を
受
け
る
者
の
届
出
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）

２

改
正
後
の
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省
令
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
新
規
則
」
と
い
う
。）第
二
条
第
十
七
項
、
第
二
条
の
二
第
十
六
項
、
第
二
条

の
三
第
十
六
項
、
第
二
条
の
四
第
十
六
項
及
び
第
二
条
の
五
第
十
七
項
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
以
後
に
提
供
す
る
新
規
則
第
二
条
第
十
七
項
各
号
、
第
二
条
の
二
第
十
六
項
各
号
、
第
二
条
の
三
第
十
六
項
各
号
、
第
二
条
の
四

第
十
六
項
各
号
又
は
第
二
条
の
五
第
十
七
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
提
供
し
た
改
正
前
の
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省
令

第
二
条
第
十
七
項
各
号
、
第
二
条
の
二
第
十
六
項
各
号
、
第
二
条
の
三
第
十
六
項
各
号
、
第
二
条
の
四
第
十
六
項
各
号
又
は
第
二
条
の
五
第
十
七
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。




		2023-03-30T18:29:00+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み


	



